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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資損益につきましては、関連会社がないため記載しておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、第64期第２四半期累計期間は希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため、また、第64期第２四半期会計期間は潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

  

 

回次 
第64期 

当第２四半期累計期間 
第64期 

当第２四半期会計期間 
第63期 

会計期間 自 平成20年４月１日

至 平成20年９月30日 
自 平成20年７月１日

至 平成20年９月30日 
自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日 

売上高（千円） 7,069,340 3,501,869 14,676,495

経常利益（千円） 18,018 10,151 219,382 

四半期（当期）純利益（千円） 13,552 9,350 104,389 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － 

資本金（千円） － 1,236,114 1,236,114 

発行済株式総数（株） － 17,825,050 17,825,050 

純資産額（千円） － 10,759,256 10,955,449 

総資産額（千円） － 18,421,888 18,576,464 

１株当たり純資産額（円） － 625.44 636.84 

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
0.79 0.54 6.07 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － 6.06 

１株当たり配当額（円） 3.00 3.00 6.00 

自己資本比率（％） － 58.4 59.0 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
555,765 － 1,052,589 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△23,747 － △1,123,869 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△8,202 － 115,925 

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（千円） 
－ 1,546,359 1,022,543 

従業員数（人） － 743 720 



２【事業の内容】 

当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

当第２四半期会計期間において、関係会社の状況の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

  

（平成20年９月30日現在）

従業員数（人） 743 [177] 



第２【事業の状況】
 

１【生産、受注及び販売の状況】 

以下の各項目の記載金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(1) 生産実績 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

(2) 受注実績 

① 受注高 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

② 受注残高 

（注）金額は販売価格で表示しております。 

  

(3) 販売実績 

  

２【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 

区分 

当第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

金額（千円） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,680,108

456,242 

381,268 

計 3,517,619 

区分 

当第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

金額（千円） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,694,778 

491,724 

323,851 

計 3,510,355 

区分 
当第２四半期会計期間末 

（平成20年９月30日） 

金額（千円）

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

1,431,840 

273,049 

132,062 

計 1,836,952 

区分 

当第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

金額（千円） 

一般商業印刷物 

出版印刷物 

包装印刷物 

2,656,989 

465,592 

379,287 

計 3,501,869 



３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 業績の状況 

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を契機とした同国の経済減速懸念

や国際金融市場の混乱に加え、原材料価格の急騰など、企業収益環境の更なる悪化や個人消費の低迷により、国内

の景気は一気に減速の色合いが強まってきました。 

印刷業界におきましては、受注競争の激化に伴う受注単価の下落傾向が続く中で、用紙価格の値上げが断行され

るなど、依然として厳しい経営環境が続きました。 

このような事業環境の中で当社は、「売上200億円体制『実現の年』」を会社の年度方針として、顧客開拓や合

理化投資を図るとともに、更なるコスト低減を推進してまいりました。 

売上の部門別では、当社の主力分野である一般商業印刷物は26億56百万円、出版印刷物は４億65百万円、包装印

刷物は３億79百万円となりました。 

以上の結果、売上高は35億１百万円、営業損失は９百万円、経常利益は10百万円、四半期純利益は９百万円とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前四半期会計期間末に比べ１億62百万

円増加し、当第２四半期会計期間末には15億46百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間における営業活動による資金の増加は、３億78百万円となりました。これは、主に営業収

入が38億45百万円、原材料の仕入・外注費の支出が18億58百万円、人件費の支出が11億22百万円あったことによる

ものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間における投資活動による資金の増加は、３百万円となりました。これは、主に有形固定資

産の取得による支出が37百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入が47百万円あったことによるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期会計期間における財務活動による資金の減少は、２億19百万円となりました。これは、主に短期借

入による収入が２億円、短期借入金の返済による支出が４億円あったことによるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、28百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】
 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次の通りであります。 

（注）今後の所要額 1,047,700千円は、自己資金により賄う予定であります。 

  

  

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

投資予定金額（千円） 

着手年月 
完了予定 

年月 
生産能力 

総額 既支払額 
今後の 

所要額 

本社工場 

岐阜県大垣市 

Ａ横全判オフセット輪転

印刷機及び付属設備 
500,000 － 500,000 

平成21年 

８月 
平成21年 

９月 
48,000 

枚通／ｈ

Ｂ縦半裁オフセット輪転

印刷機及び付属設備 
400,000 34,700 365,300

平成21年 

10月 
平成21年 

11月 
48,000 

枚通／ｈ

中工場 

岐阜県大垣市 
菊半裁オフセットＵＶ印

刷機及び付属設備 
200,000 17,600 182,400 

平成21年 

１月 
平成21年 

２月 
15,000 

枚通／ｈ

計 1,100,000 52,300 1,047,700 － － － 



第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(5) 【大株主の状況】 

（注）当社は自己株式622千株（3.49％）を所有しておりますが、上記大株主から除いております。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数（株） 

(平成20年９月30日) 

提出日現在発行数（株）

(平成20年11月14日) 

上場金融商品取引所名 

又は登録認可金融 

商品取引業協会名 
内容 

普通株式 17,825,050 17,825,050 ジャスダック証券取引所 － 

計 17,825,050 17,825,050 － － 

年月日 
発行済株式総

数増減数 

（株） 

発行済株式総

数残高（株） 
資本金増減額

（千円） 
資本金残高 

（千円） 
資本準備金増

減額（千円） 
資本準備金残

高（千円） 

平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日 
－ 17,825,050 － 1,236,114 － 1,049,534 

（平成20年９月30日現在）

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対

する所有株式数の割

合（％） 

有限会社デンコウ 岐阜県大垣市禾森町４丁目１９３１番地５ 1,943 10.90 

株式会社大垣共立銀行 

（常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社） 

岐阜県大垣市郭町３丁目９８番地 

（東京都中央区晴海１－８－１２ 晴海アイ

ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟） 

857 4.80 

田中 義一 名古屋市中村区 716 4.01 

田中 尚安 岐阜県大垣市 667 3.74 

田中 良幸 岐阜県大垣市 648 3.63 

田中 勝英 岐阜県大垣市 646 3.62 

田中 茂宏 岐阜県大垣市 600 3.36 

サンメッセ従業員持株会 岐阜県大垣市久瀬川町７丁目５－１ 566 3.17 

田中 和子 岐阜県大垣市 543 3.04 

田中 尚一郎 東京都杉並区 262 1.47 

計 － 7,450 41.80 



(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、すべて当社所有の自己株式であります。 

２．証券保管振替機構名義の株式 2,200株は「完全議決権株式（その他）」欄の株式数に含まれており、同欄の議

決権の数には含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

（平成20年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（注１） 
普通株式  622,300 － － 

完全議決権株式（その他） 

（注２） 
普通株式 17,200,100 171,979 － 

単元未満株式 普通株式   2,650 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 17,825,050 － － 

総株主の議決権 － 171,979 － 

（平成20年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株） 
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％） 

サンメッセ株式会社 岐阜県大垣市久瀬川町

７丁目５番地の１ 
622,300 － 622,300 3.49

計 － 622,300 － 622,300 3.49 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 459 478 437 442 445 433 

最低（円） 390 385 400 410 402 397 



第５【経理の状況】
 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、第１四半期会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第６条第１項

第５号のただし書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則を早期に適用しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財

務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げな

い程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

  

  

資産基準 0.6% 

売上高基準 1.2% 

利益基準 2.8% 

利益剰余金基準 0.3% 



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,576,359 1,052,543

受取手形及び売掛金 3,298,997 3,872,292

有価証券 200,040 199,990

製品 117,037 120,879

仕掛品 350,111 289,619

原材料及び貯蔵品 125,602 129,260

繰延税金資産 194,000 198,000

その他 64,531 67,981

貸倒引当金 △54,709 △48,156

流動資産合計 5,871,970 5,882,409

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  2,518,972 ※1  2,588,702

機械及び装置（純額） ※1  2,567,589 ※1  2,680,956

土地 3,845,672 3,845,672

その他（純額） ※1  387,032 ※1  182,377

有形固定資産合計 9,319,266 9,297,708

無形固定資産 71,307 76,164

投資その他の資産   

投資有価証券 2,281,363 2,535,208

繰延税金資産 657,000 576,000

その他 402,226 397,090

貸倒引当金 △181,245 △188,116

投資その他の資産合計 3,159,343 3,320,181

固定資産合計 12,549,917 12,694,055

資産合計 18,421,888 18,576,464



（単位：千円）

当第２四半期会計期間末 
(平成20年９月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,851,090 2,049,784

短期借入金 2,150,000 2,080,000

1年内返済予定の長期借入金 50,000 100,000

未払法人税等 31,000 145,000

賞与引当金 346,000 374,000

その他 951,593 776,884

流動負債合計 5,379,684 5,525,669

固定負債   

長期借入金 100,000 50,000

退職給付引当金 1,848,554 1,777,407

役員退職慰労引当金 262,205 254,801

その他 72,188 13,136

固定負債合計 2,282,947 2,095,345

負債合計 7,662,631 7,621,015

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,236,114 1,236,114

資本剰余金 1,049,534 1,049,534

利益剰余金 8,529,679 8,567,735

自己株式 △405,141 △405,065

株主資本合計 10,410,187 10,448,319

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 349,068 507,130

評価・換算差額等合計 349,068 507,130

純資産合計 10,759,256 10,955,449

負債純資産合計 18,421,888 18,576,464



(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 7,069,340

売上原価 5,786,795

売上総利益 1,282,545

販売費及び一般管理費  

運賃及び荷造費 203,630

貸倒引当金繰入額 50,653

給料及び手当 467,389

賞与引当金繰入額 113,836

退職給付引当金繰入額 34,222

役員退職慰労引当金繰入額 7,404

その他 436,579

販売費及び一般管理費合計 1,313,714

営業損失（△） △31,169

営業外収益  

受取利息 1,685

受取配当金 21,598

不動産賃貸料 32,878

作業屑売却収入 17,833

その他 15,043

営業外収益合計 89,039

営業外費用  

支払利息 18,279

不動産賃貸費用 17,598

その他 3,972

営業外費用合計 39,851

経常利益 18,018

特別利益  

固定資産売却益 418

投資有価証券売却益 31,245

未払金戻入益 20,314

その他 5,953

特別利益合計 57,930

特別損失  

固定資産売却損 9,543

固定資産廃棄損 11,228

その他 1,017

特別損失合計 21,789

税引前四半期純利益 54,159

法人税、住民税及び事業税 22,613

法人税等調整額 17,993

法人税等合計 40,606

四半期純利益 13,552



【第２四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 3,501,869

売上原価 2,887,149

売上総利益 614,720

販売費及び一般管理費  

運賃及び荷造費 101,751

給料及び手当 232,355

賞与引当金繰入額 49,273

退職給付引当金繰入額 17,236

役員退職慰労引当金繰入額 3,789

その他 219,793

販売費及び一般管理費合計 624,198

営業損失（△） △9,478

営業外収益  

受取利息 1,091

受取配当金 1,866

不動産賃貸料 16,757

作業屑売却収入 10,203

その他 9,681

営業外収益合計 39,600

営業外費用  

支払利息 9,733

不動産賃貸費用 8,799

その他 1,438

営業外費用合計 19,971

経常利益 10,151

特別利益  

固定資産売却益 418

投資有価証券売却益 31,243

その他 5,516

特別利益合計 37,178

特別損失  

固定資産売却損 8,889

固定資産廃棄損 10,059

その他 1,017

特別損失合計 19,967

税引前四半期純利益 27,362

法人税、住民税及び事業税 19,554

法人税等調整額 △1,543

法人税等合計 18,011

四半期純利益 9,350



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

営業収入 7,930,090

原材料の仕入・外注費の支出 △3,766,874

人件費の支出 △2,476,691

その他の営業支出 △861,061

小計 825,463

不動産賃貸料等の受取額 66,489

不動産賃貸支出の支払額 △5,698

立替金等の支出 △414,089

立替金等の回収による収入 422,671

消費税等の支払額 △205,512

法人税等の支払額 △133,559

営業活動によるキャッシュ・フロー 555,765

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △54,683

有形固定資産の売却による収入 10,970

無形固定資産の取得による支出 △31,500

投資有価証券の取得による支出 △114,260

投資有価証券の売却及び償還による収入 147,040

利息及び配当金の受取額 20,322

その他の支出 △4,463

その他の収入 2,826

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,747

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 500,000

短期借入金の返済による支出 △430,000

リース債務の返済による支出 △2,926

自己株式の取得による支出 △76

配当金の支払額 △53,103

利息の支払額 △22,097

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,202

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 523,815

現金及び現金同等物の期首残高 1,022,543

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,546,359



【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

  

 

  

  

  

当第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日） 

１． 会計処理基準に関

する事項の変更 
(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、第

１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この結

果、従来の方法によった場合に比べ、当第２四半期累計期間の営業利益が42,429千円減少

し、営業損失となり、経常利益及び税引前四半期純利益は、それぞれ同額減少しておりま

す。 

  (2) リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計

基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成

20年４月１日以後開始する事業年度に係る四半期財務諸表から適用することができるよう

になったことに伴い、第１四半期会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買

取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。これによる当第２四半期累計期間の損益に与える影響

はありません。 

なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 



【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

  

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

（株主資本等関係） 

  

当第２四半期会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30

日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 17,825千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式   622千株 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後となるも

の 

  

  

 

当第２四半期会計期間末 

（平成20年９月30日） 
前事業年度末 

（平成20年３月31日） 

※1.有形固定資産減価償却累計額 

11,791,564千円

※1.有形固定資産減価償却累計額 

11,817,778千円

当第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日） 

※1.現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,576,359千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △30,000千円

現金及び現金同等物 1,546,359千円

決議 株式の種類 配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月23日 

取締役会 
普通株式 51,608 3.0 平成20年３月31日 平成20年６月11日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 
１株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年11月５日 

取締役会 
普通株式 51,608 3.0 平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金 



（１株当たり情報） 

  

１．１株当たり純資産額 

（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入しております。 

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

２．１株当たり四半期純利益金額 

（注）１．表示単位未満の端数は四捨五入しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第２四半期累計期間は希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、また、当第２四半期会計期間は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

  

 

当第２四半期会計期間末 

（平成20年９月30日） 
前事業年度末 

（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額  625.44円 １株当たり純資産額  636.84円 

  
当第２四半期会計期間末 

（平成20年９月30日） 
前事業年度末 

（平成20年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 10,759,256 10,955,449 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期会計期間末（事業年度

末）の純資産額（千円） 
10,759,256 10,955,449 

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

会計期間末（事業年度末）の普通株式の数

（株） 
17,202,736 17,202,918 

当第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額  0.79円 １株当たり四半期純利益金額  0.54円 

  
当第２四半期累計期間 

（自 平成20年４月１日 

  至 平成20年９月30日） 

当第２四半期会計期間 

（自 平成20年７月１日 

  至 平成20年９月30日） 

四半期純利益（千円） 13,552 9,350 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 13,552 9,350 

普通株式の期中平均株式数（株） 17,202,837 17,202,795 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前事業年度末から重要な

変動があったものの概要 

旧商法に基づく新株予約権１種類

なお、平成20年６月30日に権利行

使期間が満了しております。   



２【その他】 

平成20年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

中間配当による配当金の総額・・・・・・・・51,608千円 

１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・３円 

支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成20年12月８日 

（注）平成20年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行い

ます。 

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

  

該当事項はありません。 



  

独立監査人の四半期レビュー報告書 

      

平成20年11月７日

サンメッセ株式会社 

  取 締 役 会 御中 

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンメ

ッセ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第64期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施さ

れる質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、サンメッセ株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更１．(1)に記載されているとおり、会社は第１四

半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとなったため、この会計基準を適用し

四半期財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  監査法人 トーマツ   

    

  

指 定 社 員

業務執行社員  

  

公認会計士 松岡 正明 ㊞ 

    

  

指 定 社 員

業務執行社員  

  

公認会計士 石倉 平五 ㊞ 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】
 

  

  

  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成20年11月14日 

【会社名】 サンメッセ株式会社 

【英訳名】 Sun Messe Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  田中 勝英 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 岐阜県大垣市久瀬川町７丁目５番地の１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町１丁目４番９号） 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 田中 勝英は、当社の第64期第２四半期（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日）の四半

期報告書の記載内容が、金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

２【特記事項】 

記載すべき事項はありません。 
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